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2020 年 2 月 21 日 

内閣総理大臣 安倍晋三 殿 

新型コロナウイルス感染症について 万全の対策を求める申し入れ 

～国内外の英知を結集し、国民の生命と健康を守る～ 
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新型コロナウイルス感染症の患者が日本国内でも増加し、同時に不幸にして死亡者

も出ている。政府の場当たり的な対応もあり、新型コロナウイルス感染症に対する国

民の不安は、日々増大している。政府はより一層の危機感を持ち、総力をあげて対応

すべきである。 

 私たちは国民の生命と健康を守り、経済への影響を最小限に抑えるため、現時点で

必要と思われる対策を取りまとめたので、以下の通り申し入れる。 

 

 

生命と健康を守るための検査・医療体制整備の強化 

 

1. 国民の不安に寄り添うため、ＰＣＲ検査を受けられる体制を早期に拡充すること。 

2. 想定患者数を明確にしつつ、2 次医療圏ごとの必要病床数の確認、並びに予想を

上回った場合の対応方針を策定すること。その際、診療を行わない医療機関（産

科や血液透析専門機関等）を決定しておくこと。 

3. 医薬品、医療機器、衛生品の安定的な流通を確保すること。 

4. 国内外の知見を活用し、治療法・ワクチン・簡易検査キットの迅速な開発に官民

全力を挙げて取り組むこと。開発されたものについて、保険の適用範囲を検討す

ること。 

5. 分野ごとの専門家による小委員会等を設置し、エビデンスに基づいた見解と対応

を早急にとりまとめること。 

6. 感染例を追跡する監視網の構築や封じ込め戦略を担う組織の設置を早急に検討す

ること。 

7. 今後、国立感染症研究所について、より有効な組織や人員体制となるよう再構築

すること。 

 



2 

 

クルーズ船関連対応 

 

8. クルーズ船から下船した人に対する健康観察を徹底すること。 

9. 現在実施されている船内の感染防止対策等を早急に点検し、必要な見直しを随時

行うと同時に、乗客乗員に対し適切な情報提供を行うこと。 

10. 陽性患者等を受け入れた地域・施設に対する十分な支援を行うこと。 

 

 

予算措置の大幅な拡充 

 

11. 上記の検査・医療体制の整備、観光・運輸分野、サプライチェーン等への経済的

影響に対応するため、早期に予算措置を大幅に拡充すること。 

 

 

経済・雇用対策 

 

12. 日本経済の停滞が続き、消費税増税によってさらなる悪化のリスクが高まってい

る中で今回の事態が招くであろう景気後退リスクを深刻に受け止め、内需と雇用

に重点を置いた根本的な経済対策を講じること。 

13. 観光をはじめ、経済的に影響を受ける地域、企業等に必要に応じ適切な支援等を

行うこと。 

14. サプライチェーンの寸断等により影響を受けている中小企業に対して、信用保証

の上限引上げや公的金融による支援拡大を行うこと。 

15. 業績悪化による解雇や待遇悪化に備え、雇用安定のための対策を強化すること。 

 

 

情報公開・情報提供等の徹底 

 

16. 国民、企業などが不必要な混乱を避け、冷静で的確な行動がとれるよう、正確で

必要十分な情報発信を適宜、適切に行うこと。特に、医療従事者、高齢者、学校

関係者、訪日・在留外国人、海外等への情報発信には最大限の留意を行うこと。 

17. 患者やその家族、海外からの帰国者等への偏見や差別を防ぐための対策を徹底す

ること。 

以上 


